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日本商業の統計的分析
--『商業統計調査」を中心として一一
加 藤 義 忠
(1) はじめに
昨年の 7月25日から 4日間，箱根でおこなわれた日米通商会議で，アメリ
力からの輸入商品を取扱うばあいにかぎって， 11店舗以内の総合小売商業の
100%資本自由化（昭和46年 8月の第4次資本自由化のさい， 11店舗以内の
小売商業の50％資本自由化がなされた。なお，最近，外資審議会のまとめた
答申案によれば，小売商業の自由化は，形式的には，従来の域をでなかった
けれども，実質的には，時期は明言されていないが，大規模小売店法の制定
を条件として，数年後には完全自由化されることがのべられている）が決定
された。これはアメリカ側にたいする日本側の大幅譲歩であり，日本独占資
本の対米従属・依存の姿勢を露骨に表明したものである。
この結果，外国商業資本，とくにアメリカの巨大独占小売商業資本（たと
えば，シアーズ・ローバック， A&P, J ・C・ベニー， ウルワースなど）が
本格的に日本へ上陸し，巨大な資本力（販売技術も含めた資本の総力）にも
のをいわせ，好きかってに小売市場を侵蚕することがさけられなくなり，す
でに，モンゴメリー・ワードが単独で，世界一のシアーズ・ローバックが西
武流通グループと業務提携して，また， J. C・ペニーがダイエーと合弁形態
で進出してきている。
このようなアメリカの巨大独占小売商業資本の日本進出にそなえて，これ
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を好機とばかりに，外国商業資本の日本進出に対抗する国際競争力の養成の
ためという「大義名分」のもとに，大手商社，大手百貨店，大手スーパーな
どの日本の巨大および独占商業資本は，国内的な休制整備のため，従来にも
まして，急速に国家機構を総動員して，中小零細商業の系列化，排除などの
流通過程の再編成をおこなっている。この流通過程再編成の具体的内容は，
第 1に，国家機構を動員して，百貨店法の「改正」を強行したことである。
これは大手百貨店，大手スーパーなど小売部門での巨大および独占商業資本
にたいする規制を大幅に緩和しようとするものである。第 2に，流通「合理
化」・「近代化」のかけ声のもとに，最近では「日本列島改造論」と関連させ
て，独占産業資本の小売部門への直接進出や系列化，大手商社，大手百貨店，
大手スーパーなどの巨大および独占商業資本の店舗新・増設，相互の業務提
携，集中化，地方の有力店の吸収・合併などが強行されていることである。
以上のように，今後いっそう激しくなるとおもわれる外国商業資本の上陸
にそなえての国内流通体制の整備によって，日本の巨大および独占商業資本
は労働者・中小零細商業・勤労消費者などを従来以上に搾取・収奪し，より
以上の利潤をえようとしている。その結果，労働者・中小零細商業および勤
労消費者は，アメリカの巨大独占商業資本のみならず，日本の巨大および独
占商業資本や独占産業資本によって，二重にも三重にも搾取・収奪されるこ
(1) 
とになるであろう。
このように，こと流通にかぎっていえば，外国商業資本の日本進出によっ
て，一方では，日本の巨大およぴ独占商業資本のいっそうの販売と資本の集
積・集中，あるいは金融資本による流通支配力の強化，他方では，中小零細
商業の系列化，排除，整理・淘汰が進展し，いっそう収奪の度合が強まるで
あろうが，この中小零細商業は日本の商業のなかで圧倒的多数を占める部分
であり，したがって，それだけにいっそう深刻な問題をはらんでいるもの
とおもわれる。とりあえず，ここでは日本の商業構造の特徴について，通産
(1) 評しくは，拙稿， 「対日進出をめざすアメリカの巨大独占小売商業資本」，
『経済」，1972年12月号を参照されたい。
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大臣官房調査統計部で昭和45年6月1日におこなった第10回商業統計調査の
速報その他を用いて，統計的側面から明らかにしたい。
(2) 日本の商業構造の基本的特徴
（一） 商店数と常時従業者数および商業
の全産業における地位
まず，昭和45年6月 1日硯在の時点で商業機構を輪切りにし，欽食店をの
ぞく全体の商店数を構造的にみてみると，第 1表の示すように，総計 172万
6千店であり，昭和43年7月 1日の167万店にくらべ， 3.2％の増加率を示し
ている。このうち卸売商業は25万6千店で，商店数全体の14.8％を，また，
小売商業は 147万店で，商店数全体の 85.2%を占めている。卸売商業のう
ち，機械器具卸売商業がもっとも多く， 16％を占め，食料・飲料卸売商業，
建築材料卸売商業の順である。また，小売商業では，飲食料品小売商業がも
っとも多く， 48.4％を占めている。
昭和43年と比較してみると，昭和43年の卸売商業は23万9千店，小売商業
は 143万 2千店であるが，これにたいして，昭和45年のそれは，卸売商業で
は 7.0%，小売商業では 2.6％の増加となっている。
つぎに，商店数の変遷について，歴史的にふりかえってみれば，第 2表の
示すように，商店数全体では，絶対数は増加傾向にある。これを段階別にみ
てみると，卸売商業ではなだらかな増大化傾向を示している。小売商業も同
様である。しかしながら，商店数全体に占める卸および小売商業の構成比で
は，卸売商業は漸培気味であるのに，他方，小売商業は逆の傾向にある。
以上は商店数の構造について概説したものであるが，つぎに，常時従業者
数のそれについてみてみよう。商業全体の常時従業者数は第 3表によれば，
昭和45年では776万3千人であり，このうち卸売商業は285万3千人で商業全
体の36.8%，小売商業は 491万人で63.2％を占めている。卸売商業では，機
械器具卸売商業がもっとも多く， 21.9％を占め，食料・飲料卸売商業，衣服
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・身のまわり品卸売商業の順となっている。また，小売商業では，飲食料品
小売商業が圧倒的に多く， 37.7彩を占め，その他の小売商業，織物・衣服・
身のまわり品小売商業とつづいている。ちなみに， 1店当りの常時従業者数
第 1表 商店数および構成比，増加率
業種別
合計
I 商 店 数 I構成比対43年
昭和43年・1昭和45年I昭和43年 I昭和45年増加率
%1 %1 % 
2,043,2741 2,151,9671 I I 5.3 
卸・小売業計 ., 1,671,943! 1,726,134 3.2 
卸売 業
一般卸売業
各種商品卸売業
繊維品卸売業
衣服・身のまわり品卸売業
農畜産物・水産物卸売業
食料・飲料卸売業
医薬品・化粧品卸売業
化学製品卸売業
鉱物・金属材料卸売業
機械器具卸売業
建築材料卸売業
家具・建具・じゅう器卸売業
再生資源卸売業
そ の他の卸売業
代理商・仲立業
小売業
各種商品小売業
織物・衣服・身のまわり品小売業
飲食料品小売業
自動車・自転車・荷車等小売業
家具・建具。じゅう器小売業
そ の他の小売業
飲食店
239,507| 256,358 100.0 100.0 7.o 
234,9821 252,2021. I I 7.3 
631 1021 0.01 0.01 61. 9 
9,9101 9,7841 4.11 3.8△ 1.3 
20;4561 21,9081 8.51 8.51 7.1 
25,7671 27,2981 10.81 10.61 5.9 
37,0741 38,5811 15.51 15.0I 4.1 
7,1001 7,9551 3.01 3.,1 12.0 
8,0061 8,6481 3.31 3.41 8.0 
12,231[ 12~565 
36, 7571 41,028 
32, 0371 34, 793 
10, 7631 11, 960: 
10,872| 11,638 
23,9461 25,942 
4,5251 4,156 
12,4361 1,469, 
2,5001 3,129 
198, 7861 203, 755 
708,856[ 711,290 
54, 3621 58,292 
149,6571 155,640 
318,275! 337,670 
371,331| 425,833 
5.1 
15.3 
13.4 
4.5 
4.5 
10.0 
1.9 
100.0 
0.2 
13.9 
49.5 
3.8 
10.4 
22.2 
4.91 2. 7 
16.01 11.6 
13.61 8.6 
4.71 11.1 
4.51 7.0 
10.11 8.3 
1.6△ 8.2 
100.01 2.6 
0.21 25.2 
13.91 2.5 
48.41 0.3 
4.01 7.2 
10.61 4.0 
23.O' 6.1 
14.7 
（出所）「わが国の商業」， 1971年，通産大臣官房調査統計部編， 1頁。
(!E) △は減少を示す。なお，以下同じ。
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第2表商店数および増加率，構成比の変化
商店数（千店） 増加率（％） 構成比（％）
全体 1卸売 1小売 全体卸売 1小売 全体 I.if] 売 1小売
昭2切9年
1,221 145 1,018762I | i ?1 110  
11.9 88.1 
1,356 174 1, 11.1 9,7 12.8 87.02 1 
31 1,381 180 1,201 1.8 1.8 13.0 87. 
33 1,437 193 1;244 4.1 7.2 3.6 100 13.4 86.6 
35 1,514 226 1,288 5.4 17.1 3.5 100 14.9 85.1 
37 1,495 223 1,272 △ 1.3 △ 1.3 △ 1.3 100 14.9 85.1 
39 1,534 229 1,305 2.6 2.7 2.6 悶~I 14.9 8583.21 ’ 41 1,663 287 1,376 8.4 25.3 5.4 16.8 
43 1,672 240 1,432 0.6 △16.4 4.7 100 14.3 85.7 
45 1,726 256 1,470 3.2 6.7 2.7 100 14.8 85.2 
（出所）昭和27年より実施されている『商業統計』より作成。
については，卸売商業では各種商品卸売商業（いわゆる総合商社）が， 581 
人で，また，小売商業では各種商品小売商業が69.5人で，他をだんぜんひき
はなしている。
昭和43年と比べてみると，昭和43年は商業全体では 734万3千人で，この
うち，卸売商業は269万7千人，小売商業は464万6千人であり，昭和45年の
昭和43年にたいする増加率は，商業全体では 5.7%，卸売商業では 5.8%,
小売商業では 5.7％である。
上記は常時従業者数を昭和45年の時点で構造的にみたものであるが，つぎ
に，これについて簡単に歴史的経過をたどってみよう。第4表に明らかなよ
うに，商業全体，卸売商業，小売商業の別をとわず，絶対的には増加の方向
にある。しかし，卸売商業と小売商業の構成比の変動をみてみると，卸売商
業が漸増しているのにたいして，小売商業は反対の動きを示している。
以上は，常時従業者数にたいする概要であるが，ここで，全産業に占める
商業部門の地位についてみてみよう。第5表の示すように，昭和44年では事
業所数（農業水産業をのぞく）にかんしては約48％を占め，その構成比は歴
史的にほとんど変化はみられない。また，第6表をみれば，常時従業者数で
I 
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第 3表常時従業者数および構成比，培加率
常時従業者数 対43年 構成比 構成Jtl|/,叫業 種 別
昭和43年45 年増加率霊45年謬45年靡靡45年
人 人 ％ ％ ％ ％ ％人 人
合 計 8,806,210 9,436,938 7.2 10.0 10.0 ・ 
卸 ． 小 売 業 計 7,343,421 7,762,387 5.7 4.4 4.5 
卸 売 業 2,697,209 2,852,553 5.8 30.6 30.2 10.0 10.0 11.311.1 
l 
般 卸 売 業 2,684,001 2,840,680 5.8 
各種商品卸売業 46,326 59,351 28.1 1.7 2.1 735 581.9 
繊 維 品 卸 売 業 139,187 138,662 △ 0.4 3.2 4.9 14. 14.2 
衣服・身のまわり品卸売業 275,157 286,433 4.1 10.2 10.0 13. 13.1 
農畜産物・水産物卸売業 204,534 222,953 9.0 7.6 7.8 7. 8.2 
食料・飲料卸売業 327,179 338,070 3.3 12.1 11.9 8. 8.8 
医薬品・化粧品卸売業 155,388 171,494 10.4 5.8 6.0 21. 21.6 
化学製品卸売業 96,795 98,684 2.0 3.6 3.5 12. 11.4 
鉱物・金属材料卸売業 204,719 209,105 2.1 7.6 7.3 16. 16.6 
機械器具卸売業 586,233 623,933 6.4 21. 7 21.9 15. 15.2 
建築材料卸売業 228,844 250,739 9.6 8.5 8.8 7.1 7.2 
家具・建具・じゅう器卸売業 94,197 105,185 lLO 3.5 3.7 8.8 8.8 
再生資源卸売業 57,666 60,311 4.6 2.1 2.1 5.3 5.2 
その他の卸売業 267,176 275,769 3.2 9.9 9.9 11.2 10.6 
代 理 店・仲 立 業 13,208 11,864 △10.2 0.5 0.4 2.9 2.9 
小 売 業 4,646;212 4.909,、834 5.7 52.8 52.1 10.0 10.0 3.2 3.3 
各種商品小売業 190,768 217,367 13.9 4.1 4.476. 9.5 
織物・衣服・身のまわり品小売業 731,311 737.406 0.8 15.7 
飲食料品小売業 1,815,4201,850,094 1.9 39.1 37.7 2. 2.6 
自動車・自転車・荷車等小売業 280,619 342,201 21. 9 6.0 7.0 5. 5.9 
家具・建具・じゅう器小売業 510,785 562,821 10.2 11.0 11.5 3. 3.6 
その他の小売業 1,117,3091.199,945 7.4 24.0 24.41 3. 3.6 
飲食店 1,462, 78911,67 4,551 14.5 16.6 17. 71 3. 3.9 
（出所）「わが国の商業」， 1971年， 6頁。
は約27％を占めており，漸増傾向を示している。ちなみに，第 7表によれ
ば，農業水産業を含めた全産業に占める商業従業者数の構成比は，昭和43年
ではあるが， 18.2％で，ゆるやかな上昇カープをえがいている。
I 
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第 4表 常時従業者数および増加率，構成比の変化
I常時従業者数（千人） 増加率（％） 構成 比(%)
1全体卸売 i小売全体 1卸売 1小売全体卸売 1小売
昭27年 3,1591 8691 2,2901 -I -I -I 1001 27.51 72.5 
29 ・ I 3,8071 1,1301 2,6771 20.51 30.0I 16.81 1001 29.71 70.3 
31 I 4,2941 1,2931 3,0011 12.81 14.41 12.11 1001 30.11 69.9 
33 I 4,8241 1,5511 3,2731 12.31 20.01 9.11 1001 32.21 67.8 
35 5,417 1,928 3,489 12. 3 24. 31 6.6 100 35.6 64.4 
37 I 5,6791 2, 1291 3,5501 4.81 10.41 :i. 1 1001 37.51 62.5 
39 I 6,3351 2,5241 3,8111 11.61 18.61 7.41 1001 39.81 60.2 
41 I 7,2351 3,0421 4,1931 14.2! 20.51 10.01 1001 42.01 58.0 
43 I 7,3431 2,6971 4,6461 1.5△ 11. 71 10.81 1001 36. 71 63.3 
45 I 7,7621 2,8521 4,9101 5.71 5.71 5.71 1001 36.81 63.2 
（出所）昭和27年以降の『商業統計』より作成。
第 5表商店数の全産業に占める地位（農業水産業を除く）
| 産 業 別 35 年 38 年 |41 年 |44 年
: 非農林水産業事業所合計 千店I 贔乳I
千店 千店
3,669 4,352 4,781 
％ ％ ％ ％ 
非 農 林 水 産 業 100.0 100.0 LOO.O 100.0 
第 2 次 産 業 20.8 21.8 22.4 23.0 
樺 鉱 業 0.3 0.3 0.2 0.2 
建 設 業 5.4 6.1 6.8 7.3 
製 造 業 15.1 15.4 15.4 | 15.5 
成
第 3 次 産 業 79.2 78.2 77.6 77.0 
卸 ． 小 売 業 50.3 48.9 48.0 48.0 
比 金
融・保 険 業 1.4 1.4 1.3 1.2 
不 動 産 業 1.1 2.0 2.5 2.7 
運 輸 通 信 業 2.5 2.5 2.5 2.3 
電気・ガス・水道業 0.3 0.3 0.3 0.3 
サ ビ ス 業 23.6 23.1 23.0 22.5 
| 
（出所）「わが国の商業」， 1969年， 4頁。
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第 6表 商業従業者数の全産業に占める地位（農林水産業を除く）
産 業 別
業
業
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業
業
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昭和 44年
冤
100.0 
0.71 
8.8 
33.1 
27.2 
3.3 
0.8i・ 
7.8 
0.7 
17.6 
増加率
晶
△ 30.1 
38.9 
20.7 
29.9 
30.1 
69.1 
19.6 
13.0 
36.9 
（出所）「わが国の商業」， 1971年， 20頁より作成。
第 7表 商業従業者数の全産業に占める地位（農林水産業を含む）
構 成 比 増加率
産 業 別
34 年 |37 年 I40 年 |43 年 43年／34年
10306％ .o0| l 
％ 彩
全 産 業
10011 
100.0 100％ 1¥ 18.6 
農 林 業 28 25.0 21 △ 31.0 
ぅ ち 農 業 35.1 28.1 24.4 20.5 △ 30.9 
非 農 林 業 64.0 71.1 75.0 79.0 46.5 
漁・水産・養殖業 1.5 1.4 1.3 1.2 △ 8.6 
鉱 業
1.51 I 1 ,
1.1 0.8 0.6 △ 52.2 
建 郵吠 業 5 5.9 6.3 7.2 67.7 
製 造 業 19. 24.1 25.1 25.7 56.5 
卸 ． 小売業 14.7 15.8 16.7 18.2 46.6 
金融保険・不動産業 1.8 2.3 2.7 2.8 84.7 
運輸通信・公益事業 5.7 6.2 6.7 6.9 43.5 
サービス業 11.2 
11.3 ゚
12.1 13.4 42.2 
公 務 3.0 3. 3.3 3.0 21.5 
（出所）「わが国の商業」， 1969年， 7頁より作成。
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（二） 常時従業者規模別の商店数
以上は，商店数と常時従業者数および商業の全産業における地位につい
て，若干の検討をこころみたものであるが，以下で，常時従業者規模別の商
店数とその構成比について簡単に分析してみよう。
全体の商店数について，常時従業者規模別の構成比をみてみると，第 8表
の示すように，昭和45年では， 1~2人の規模のものが57.7％で，長期的に
は低落傾向にあり， 3~4人のそれは22.5％で，近年ゆるやかな上向曲線を
えがいている。また， 5~9人のそれは12.3％で，これまた，上昇気味であ
る。 10~19人のそれは 4.6%で若干増加傾向を示している。 20~29人のそれ
は 1.3%,30~49人のそれは0.9%,50~99人のそれは0.5彩で，これらいず
れも上向方向にある。 100人以上のそれは0.2％で，微増である。
なお，増加率のいちじるしいものは，中，大規模，巨大および独占の階層
で，これはとりわけ，いわゆる高度経済成長期に顕著であった。
なにを基準として，商業を零細，小規模，中規模，大規模，巨大および独
占というようにクラス分けするかは，いろいろむつかしい問題ではあるけれ
ども，いちおうここでは，統計利用の都合上，小売商業のばあいは 1~2人
のものを零細， 3~9人のものを小規模， 10~29人のものを中規模， 30~99
人のものを大規模， 100以上のものを巨大および独占とし，また，卸売商業
のばあいは 1~4人のものを零細， 5~19人のものを小規模， 20~49人のも
のを中規模， 50~99人のものを大規模，多少の無理を承知で， 100人以上の
ものを巨大および独占として，商業全体および段階別に占めるそれぞれの階
層の割合についてみてみよう。
第9表の示すように，商業全体では零細規模のものは61.1%，小規模のも
のは33.8%，中規模のものは 4.1％を占め，したがって，中小零細商業は，
実に99.091るというおどろくほどの割合を示している。中小零細商業を歴史的
にとらえると，零細商業の減少を反映して，若干低下傾向を示しているが，
しかし，常に99.0~99.5％という圧倒的割合を占めている。
つぎに，段階別にみてみると，卸売商業では， 1~2人の規模は21.4％で，
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第8表 常時従業者規模別商店数および構成比，増加率
常 時 商 店
数
従業者規模
昭和35年 I昭和37年昭和39年昭和41年昭和43年 l昭和45年
I I I 合 計計 1,514,285 1,495,384 1,533, 784 1,662,602 1,671, 943 1,726,134 
1~ 2人 976,883 967,039 973,574 1,016,497 997,487 995,340 
3~ 4人 299,796 289,399 300,054 , 342,277 357,124 388,905 
5~ 9人 159,481 151,944 160,667 186,707 196,908 213,109 
10~19人 52,485 56,218 62,154 72,403 74,883 79,718 
20~29人 12,810 14,742 17,044 20,203 20,566 22,088 
30~49人 7,719 9,335 11,251 13,516 13,765 14,868 
50~99人 3,627 4,648 6,033 7,378 7,549 8,255 
100人以上 1,484 2,059 3,007 3,621 3,661 3,851 
卸売業計 225,993 223,409 229,248 287,208 239,507 2邸，358
1~ 2人 62,207 60,034 56,739 76,510 54,728 54,800 
3~ 4人 52,053 49,245 49,157 61,882 52,078 58,585 
5~ 9人 62,108 59,974 62,427 75,880 65,724 72,077 
10~19人 31,937 33,179 35,836 42,536 38,323 40,777 
20~29人 8,576 9,699 10,823 12,887 12,306 12,922 
30~49人 5,393 6,394 7,521 9,200 8,733 9,214 
50~99人 2,661 3,379 4,424 5,485 5,161 5,457 
100人以上 1,058 1,505 2,321 2,828 2,454 2,526 
小売業計 1,288,292 1,271,975 1,304,536 1,375,394 1,432,436 1,469,776 
1~ 2人 914,676 907,005 916,835 939,987 942,759 940,540 
3~ 4人 247,743 240,154 250,897 280,395 305,046 330,320 
5~ 9人 97,373 91,970 98,240 110,827 131,184 141,032 
10~19人 20,548 23,039 26,318 29,867 36,560 38,941 
20~29人 4,234 5,043 6,221 7,316 8,260 9,166 
30~49人 2,326 2,941 3,730 4,316 5,032 5,654 
50~99人 966 1,269 1,609 1,893 2,388 2,798 
100人以上 426 554 686 793 1,207 1,325 
（出所）「わが国の商業」， 1971年， 110~3頁より作成。
日本商業の統計的分析（加藤） (239) 73 
増 加 率 構 成 比
35~ 137~ 139~ 141~ 143~ 
37年 39年 41年 43年 45年 33年 |35年 |37年 |39年 141年 l43年 |45年
％ ％ ％ ％ 彩 ％ ％ ％ 彩 ％ 彩 彩
△ 1.3 2.6 8.4 0.6 3.2 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
△ 1.0 0.7 4.4 1.9 0.2 64.0 64.6 64.6 63.5 61.2 59.7 57.7 
△ 3.5 3.7 14.1 4.3 8.9 21.8 19.8 19.4 19.6 20.6 21.4 22.5 
△ 4.7 5.7 16.2 5.5 8.2 9.8 10.5 10.2 10.5 11.2 11.8 12.3 
7.1 10.6 16.5 3.4 6.5 . 3.0 3.5 3.8 4.1 4.4 4.5 4.6 
15.1 15.6 18.5 1.8 7.4 0.7 0.8 1.0 1.1 1.2 1.2 1.3 
20.9 20.5 20.1 1.8 8.0 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.8 0.9 
28.1 29.8 22.3 2.3 9.4 0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5 
38.7 46.0 20.3 1.1 5.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 0.2 
△ 1.2 2.6 25.3 7.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
△ 3.5 △ 5.5 34.8 0.1 25.4 27.5 26.9 24.8 26.7 22.9 21.4 
△ 5.4 △ 0.2 25.9 12.5 24.7 23.0 22.0 21.4 21.5 21.7 22.9 
△ 3.4 4.1 21.5 9.7 28.9 27.5 26.8 27.2 26.4 27.4 28.1 
3.9 8.0 18.7 6.4 14.1 14.1 14.9 15.6 14.8 16.0 15.9 
13.1 11.6 19.1 5.0 3.6 3.8 4.3 4.7 4.5 5.1 5.0 
18.6 17.6 22.3 5.5 2.0 2.4 2.9 3.3 3.2 3.6 3.6 
27.0 30.9 24.0 5.7 0.9 1.2 1.5 1.9 1.9 2.2 2.1 
42.2 54.2 21.8 2.9 0.4 0.5 0.7 1.0 1.0 1.0 1.0 
△ 1.3 2.6 5.4 2.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
△ 0.8 1.1 2.5 0.2 70.0 71.0 71.4 70.3 68.3 65.8 64.0 
△ 3.1 4.5 11.8 8.3 21.4 19.2 18.9 19.2 20.4 21.3 22.5 
△ 5.6 6.8 12.8 7.5 6.8 7.6 7.2 7.5 8.1 9.2 9.6 
12.1 14.2 13.5 6.5 1.3 1.6 1.8 2.0 2.2 2.6 2.6 
19.1 23.4 17.6 11.0 0.3 0.3 0.4 0.5 0.5 
0.｛ 64 0.6 
26.4 26.8 15.7 12.4 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0. 0.4 
31.4 26.8 17.7 17.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0. 0.2 
30.0 23.8 15.6 9.8 
゜゚ ゜
0.1 0.1 0. 0.1 
74 (240) 日本商業の統計的分析（加藤）
第 9表 商業全体および段階別の商店数構成比
卸売澪1|― 小売 全体
零細|小|中 1 大凸》細小 1 中 1 大 1~:§零網小！中 1 大 1~:が
（％）（％） （％） 
僑）l(%r1(%)（1.％）6 （0％.2）3 1 （％0） 1 （％-）I （％-） 
（％） （％） 
吃33年50.143.0 5.6 0.9 0. 70.028.2 
35 50.541.6 6.2 1.2 0. 71.026.8 1.9 0. 0 29.0 2.6 0.4 0.1 
37 48.941.7 7.2 1.5 0. 771.426.1 2.2 0.3 0 28.4 3.0 0.5 0.1 
39 46.242.8 8.0 1. 9 1.0 70.326. 7 2.5 0.4 0.1 29.2 3.3 0.6 0.2 
41 
48.2: I 41.2 7.7 1.9 1.068.328.5 2. 7 0.4 0.1 30. 7 3.6 0.7 0.2 
43 44. 43.4 8.7 2.2 1.。0¥I65.830.5 0.8 0.2 
45 44. 44.0 8.6 2.1 1. 64.0,| 32.1 3.2 0.6 0.1 33.8 4.1 0.8 0.2 
（出所）「わが国の商業」， 1971年， 110~3頁より作成。
長期低落傾向にあり， 3~4人のそれは22.9彩， 5~9人のそれは28.1彩，
10~19人のそれは15.9彩で，上記 3つのクラスはいずれも停滞気味である。
また， 20~29人のそれは5.0鍬 30~49人のそれは3.6形， 50~99人のそれは
2.1彩， 100人以上のそれは 1.0彩で，以上 4つのクラスは上昇傾向にある。
小規模のものは停滞的で，しかも，零細のものは低落しているとはいえ，
19人以下の小零細規模のものは，卸売商業全体の88.3%を占め， 20~49人の
中規模のものを含めると， 96.9彩の高きに達する。このように卸売商業にお
いても，つぎに考察する小売商業のばあいと同様に，過多性，、零細性はいち
じるしい。ちなみに，中規模以上のものは，だいたい増加傾向を示している
が，とくに「高度経済成長期」に大きなのびをみせた。このことは，この期
にかかげられた商業「近代化」政策の対象が小零細規模のものではなく，中
規模以上のものであったことを，事実によって物語ったものである。
つぎに，小売商業についてみてみると，ここでは卸売商業のばあいよりも
いっそう，過多性，零細性は顕著である。たとえば，常時従業者規模別の商
店数の構成比をみると， 1~2人のクラスのものは64.0％で，長期的低落傾
向を示し， 3~4人のものは 22.5形で停滞気味であり， 5~9人のものは
9.6鍬 10~19人のものは2.6形， 20~29人のものは 0.6形， 30~49人のもの
は0.4彩， 50~99人のものは0.2彩， 100人以上のものは0.1彩であり，以上 6
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つのクラスのものはいずれも多少の上昇をみせている。ところで， 1~2の
零細規模のものは，これだけですでに64.0彩を占め，さらに， 3~9人の小
規模のものを含めると，実に96.1彩となり，このうえ， 10~29人の中規模の
ものを加えると， 99.3彩という驚くべき割合を占めている。上記のように，
ここでも卸売商業のばあいとほぼ同様に，中規模以上のものが傾向的にのび
ているが，これは商業「近代化」の標的がこの部分に定められていたことを
示している。しかも，この政策の目的，成果は小零細規模のものの整理淘汰
であることも明瞭によみとることができる。
また，卸売商業と小売商業の規模別の構成比を比較すれば，卸売商業の方
が小売商業よりも，中小零細規模のものの割合が低くなっているが，これは
卸売商業のばあい，生産者と小売商業あるいは生産的消費者間の商品流通を
媒介するので，最終消費者に販売する小売商業よりも相対的に大規模の商品
取扱をおこなわなければならないという固有の性格を反映したものである。
以上において，常時従業者規模別の商店数とその構成比を検討したわけで
あるが，つぎに，年間の販売額とその構成比について，全体および段階別に
みてみよう。
（三） 全体および段階別の年間販売額
第10表によれば，昭和45年の年間販売額は商業全体では109兆3,700億円で，
絶対的には相当増大化し，その増加率はだいたい 3~4割程度である。また，
段階別にみてみると，卸売商業は 87兆6,980億円で，商業全体のそれの約80
彩を，小売商業は 21兆6,720億円で，残りの約20彩を占めている。なお，販
売の絶対額では卸売商業，小売商業の別をとわず，増加している。しかし，
両者の割合には若千変動があるが，ほとんど卸売商業80%，小売商業20彩の
割合をたもっている。
以上は，全体および段階別の年間販売額とそれらの構成比のごく簡単な検
討であるが，つぎに，卸売商業のなかで圧倒的な地位を占めている総合商社
の商店数と常時従業者数と年間販売額およびそれらの構成比について，これ
また簡単に素描することにする。
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第10表年間販売額および構成比，増加率
I I昭和35年l昭和37年l昭和39年 1昭和41年 1昭和43年l昭和45年
（百万円）1 (百万円） （百万円）1 (百万円）1 (百万円） （百万円）！
年合計 22,783,660133, 662, 528l41, 119, 658l62, 765, 927l79, 324, 0191109,369,958 
~間
販卸売 18,468,273l27,473,567J3s,s30,011Js2.os2,30462,s16,763l87,697, 961i 
売
L 額小売 4,315,38716,148, 9611 8,349,588110,683,623j16,507,256121,671, 97j 
構卸売 81.1(%)1 81.6(%)1 82.3rnd 83.0(%)1 79.2(%)1 80.2c%)i 
成
比小売 18.9 I 18.4 I 11.1 I 11.0 I 20.8 I 19.8 
増合計 29.9 I 47.7 I 40.3 I 33.o I 26.4 ・ 1 37.9 
加卸売 32.o I 48.8 I 41.3 I 34.1 I 20.6 I 39.4 
率小売 21.6 I 42.s I 35.8 I 28.0 I 54.5 I 31.3 I 
（出所）「わが国の商業」， 1971年， 120~1頁より作成。
（四） 総合商社の商店数，常時従業者数，年間販売額
卸売商業のなかで，昭和45年の商店数ではわずか 102店で，構成比として
は数字に表わせないほど少数であり，常時従業者数では59,351人で，卸売商
業全体の 2.1彩にすぎない各種商品卸売商業，いわゆる総合商社の年間販売
額は第11表の示すように， 14兆2,770億円で，商業全体の 13.1彩，卸売商業
の16.3％を占めている。なお，昭和43年と比べて，商店数，常時従業者数，
年間販売額の絶対数およぴ構成比とも高めている。
上記は昭和45年の『商業統計速報』からの数字であるが， 『有価証券報告
書」（大蔵省証券局）から，昭和45年の総合商社の上位10社（三菱商事，三井
物産，丸紅飯田，伊藤忠， 日商岩井，住友商事， トーメン， 日綿実業，兼松
紅商，安宅産業）の年間販売額の総計を推定すれば，第12表のごとく，約17
兆8,800億円で，商業全体の16.4彩，卸売商業の 20.4彩を占め，高度な集中
を示している。
このように『商業統計速報』の数字よりも『有価証券報告書』の方が，上
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位10社しかとりあげていないにもかかわらず，かなり高い割合を表わしてい
るが， 『有価証券報告書』の方が事実に近いものとおもわれる。
第11表総合商社（各種商品卸売商業）の商店数，常時従業者数，年間販
売額およぴ構成比，増加率
構成比 1常時従業 i構成比 構成比
商店数増加率 (%) 増加率 (%) 年間販売額 ‘ 増加率 （％） 
（店） （%) 全体1卸売1者数（人）(%)全体1卸売（百万円） (%)全休御売
昭43年 631 -1 ol ol 46,3261 -1 o.61 1. 1l10.os1,s90! -112. 1116.o 
45 102 61.9 0 0 59,351| 28.1 0.8 2.1 14,277,060 41.6 13.1 16.3 
----------
（出所）「わが国の商業」， 1971年より作成。
第12表上位10商社の昭和45年の年間販売額
閤 社 名 ' 67 90 年103 月～ ’ 70 年49 月～ 合 計 の'’6790も年の103の月2～期倍
（億円） （億円） （億円） （億円）
1 菱 商 事 17,571 19,441 37,012 35,142 
2 井 物 産 16,656 18,273 34,929 33, 312 
3・丸 紅 飯 田
11,4は2：3Il 12,941 24,364 22,846 
4 伊 藤 忠 -11, 12,332 23,456 22,248 
5 日 商 岩 井 8, 9,076 17,111 16,070 
6 住 友 商 事 7,073 8,208 15,281 14,146 
7 東 洋 綿 花 I 6,275 6,862 13,137 12,550 
8 日 綿 実 業 3;971 4,330 8,301 7,942 ， 兼 松 江 商 3,790 4,143 7,933 7,580 
10 安 宅 産 業 3,496 4,Q12 7,508 6,992 
合 計 I 89,4141 99,618 189,0321 178,828 
（出所） 「わが国の商業』 1971年と『有価証券報告書』 69年10月～70年 9月のものより
作成。
（国 『商業統計』の調査実施月日が昭和45年6月1日であり，過去 1年間の年間販売額
を『有価証券報告書』から割り出すばあい，期間的に合致しないので， 69年10月～
70年9月までの販売額をそれに相当するものとみなすか，あるいは69年10月～70年
9月までのものを 2倍するかしなければならないだろう。このうち後者の方が『商
業統計』の年間販売額と比較するばあい，より適当とおもわれる。
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以上は，総合商社の商店数，常時従業者数，年間販売額およびそれらの構
成比について，概略を述べたものであるが，さて，つぎに，百貨店全体のそ
れらについての簡単な分析に論をすすめなければならない。
（五） 百貨店全体の商店数と常時従業者数
と年間販売額
昭和45年の百貨店は第13表の示すように，商店数ではわずか 738店で絶対
数は増加傾向にあり，そのうち売場面積のl,500rri以上のものは250店， 30,0
OOrri以上のものは25店である。また，常時従業者数は 203,508人で，小売商
業の 4.1％を占め，昭和40年ごろまでは，構成比をかなり高めたが，その後
停滞気味である。このようにごく少数の百貨店全体の年間販売額は2兆2,019
億円で，商業全体の2.0%，小売商業の10.2％という高い割合を占めている。
しかも，百貨店の小売商業の販売額に占める割合は，過去10年間，だいたい
10％前後をいききしている。
ちなみに，店銅新設にかんしては，第14表の示すように，売場面積5,000
~30,000rri未満の中規模のものは地方都市あるいは大都市周辺に集中し，
30,000rri以上の大規模のものは，昭和41年から昭和45年までに， わずか 5
カ所にすぎないけれども，すべて大都市に建設されている。このことは，こ
第13表 百貨店の商店数，常時従業者数，年間販売額および
構成比，増加率
商店数増加率 構（成比 常時従業培加率構成比 年間販売額
増加率1り塁炉'％） （彩）
（店） （％） 全体1I小売者数（人） （％） 全体し」ヽ売 （百万円） （％）全体I小売， 
昭35年 1 ! I !09,379! 15.i ! I 2.~ 3.11 420,132 29.5 I 292 40.. ：l 1.8 9.8 37 360 23. 013,2111 i 90 3 7 653849 556 1.910.6 
39 504 40. 0 155,576 19.5 2.5 4.1 938,968 43.6 2,011.2 
41 546 8. 0 185,270 19.1 2.6 4.4 1,174,369 25.1 1.911.0 
43 598 9. 0 180,682△ 2.5 2.5 3.9 1,580,350 34.6 2.0 9.5 
45 738 23. 0 203,580 12.7 2.6 4.1 2,201,920 39.3 2.010.2 
| 
（出所）「わが国の商業」， 1971年より作成。
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の期の店舗新設の中核は中規模のもので，しかも，それは大都市周辺地域お
よぴ地方都市に標準をあわしたものであったことを物語っている。
以上は百貨店全体の商店数，常時従業者数，年間販売額およびそれらの構
成比について，簡単に説明したものであるが，つぎに，スーパーあるいはセ
ルフ・サービス店全体の商店数，常時従業者数，年間販売額およびそれらの
構成比について，検討をくわえよう。
第14表百貨店の店舗数および増減
売場面積規模別
昭和45年店舗数 昭ま和で4の1年店舗か増ら4減5数年 I 
全 国1六大都市1地方都市全 国1六大都市1地方都市
合 計 250 47 203 
5151 I 
1 50 
1,500~ 2,999rrl 20 1 19 1 4 
3,000~ 4,999 41 41 △ 5 △ 5 
5,000~ 9,999 79 2 77 17 △ 3 20 
10,000~19,999 69 10 59 23 △ 1 24 
20,000~29,999 16 ， 7 6 △ 1 7 
30,000rri以上 25 25 5 5 
（出所）「わが国の商業」， 1971年， 69頁。
（六） スーバー（セルフ・サービス店）全体
の商店数，常時従業者数，年間販売額
スーパーとは何かについて，科学的な概念規定がまだ十分に与えられてい
るとはいえないが，私見によれば，スーパーとはチェーン・ストア（連鎖店）
形態をとり，しかも，セルフ・サービス方式を採用し，年間販売額はかなり
高く，たとえば昭和45年度の小売商業の少なくとも上位 100社にはいる規模
のいわゆるビッグ・ストアあるいは量販店を想定しなければならないと考え
ている。しかしながら， 『商業統計』の利用の都合上，多少の無理を承知の
うえで，ここではセルフ・サービス店をすべてスーパーとして取扱うことに
したい。
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第15表によれば，昭和45年のスーパーの商店数は9,403店で小売商業の0.6
％を占め，絶対数では毎年増加をつづけ，また，構成比でも増加傾向にあ
る。そのなかで，第16表によれば，売場面積1,500rri以上のものは407店であ
る。また，常時従業者数は173,072人で， ,t,売商業の3.5％を占め，絶対数，
構成比とも増加の方向にある。年間販売額は 1兆6,125億円で商業全体の1.5
%，小売商業の 7.4％という高い割合を占め，急速度で成長をつづけ，百貨
店のそれに肉迫している。しかも， スーパーの販売額の増加率はきわめてい
ちじるしく，百貨店をおいこすことは時間の問題といわれている。もしかす
(2) 
ると，今年中に現実化するかもしれないが，いずれにしろ，のちに述べるよ
うに，小売商業上位 100社中に入っている百貨店とスーパーとの販売額比較
という制限があるけれども，ここ数年の間に，小売商業の販売額における両
者の地位に逆転が生じることを予想させるきざしが硯われている。したがっ
て，この推理はほぼまちがいないものとおもわれる。
以上は，スーパー全体の商店数，常時従業者数，年間販売額およびそれら
の構成比について概説したものであるが，つぎに，小売商業上位 100社の年
間販売額とその構成比および 100社内部での上位集中化傾向について，ごく
大まかに分析をくわえよう。
第15表 スーパー（セルフ・サービス店）の商店数，常時従業者数，
年間販売額および構成比，増加率
商店敗1増加率門誓炉常時従業増加率門麿炉年間販売額1増加率1門誓炉
（店） （％）全体1小売者数（人） （％）全体小売（百万円） （％）全体1小売
昭39年一― -0.3 -I -I 2.3 -I -14.7 
41 I 4,7901 -1 o.31 0.41 105,0831 -I I.51 2.51 581.1461 -I o.91 5.4 
43 1 7,0621 47.41 0.41 o.51 142,8961 36.0I 1.91 3.11 1,028,5701 77.0I 1.31 6.2 
45 I 9,4031 33.11 0.510.61173,0721 21.11 2.213.511,612,4591 56.81 1.51 7.4 
（出所） 昭和41年以降の『商業統計』より作成。
(2) 昭和47年度に，スーパー第 1位のダイエーの販売額が，百貨店第 1位の三越のそ
れを追いこした。その販売額は， ダイエーが3,052億円で，三越が2,924億円であ
る。（「日経流通新聞」，1973年5月16日）。
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第16表 スーパー（セルフ・サービス店）の売場面積規模別
商店数および構成比，増加率
商店数構成比 | I4呻／43年
売場面稜規模別 45年商店数
昭和39年 43年 45年 増加率
％ ％ ％ ％ 
合 計 9,403 10.0 100.0 100.0 33.1 
100~ 199rri 3,862 45.2 42.9 41.1 27.5 
200~ 299 
！ 
1,635 18.2 17.8 17.4 30.0 
300~ 399 1,141 12.5 12.8 12.1 25.9 
400~ 599 1,016 10.3 10.4 10.8 38.2 
600~ 999 868 8.4 8.3 9.2 47.4 
1,000~1,999 474 3.4 4.7 5.0 42.31 
1,500rri以上 407 2.1 3.0 4.3 90.2 
（出所） 「わが国の商業」， 1971年， 72頁。
（七） 小売商業上位 100社の年間販売額と
その内部での上位集中化傾向
(3) 
第17表のような日本経済新聞社の調査によれば，昭和45年の小売商業の年
間販売額の上位 100社（店舗総数，約 2,100店）の販売総計は，第18表の示
すように， 3兆1,156億円で，商業全体の2.8%，小売商業の14.4%，百貨店
とスーパーの販売総額 (3兆8,144億円）の実に 81.7％を占め， しかも，こ
れに上位10社の大手商社を加えると，その販売総計は約 21兆7,000億円で，
商業全体の約20％という，おそろしく高い販売集中度を示しており，さら
に，その傾向をつよめつつある。
上記は小売商業上位100社を総体として，その販売額をみたものであるが，
つぎに 100社の内部の構造に目をうつしてみよう。上位 100社の小売商業の
うち， 1,000億円以上の販売額のものは 7社であり，また，上位10社の販売総
額は第18表をみると， 1兆2,636億円で，小売商業の販売総額の5.8%，上位
20社では 2兆1,990億円で，小売商業のそれの 10.1％を占め，上位集中は明
(3) 『日経流通新聞」， 1971年5月19日。
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45順
業態 販（億4売5円額年）度店数舗誓； 社 名 業態 販（億4売5円額年）度店数舗如 社 名
80 藤 井 大 丸館 百
81 1 91 かね 長武田百 72 7 
82 五 番 78 1 91 奈 良 屋百 72 2 
82 丸 正百 78 1 93 佐世保玉屋グループ百・ス 71 2 
82 飯田百貨店ス 78 8 94 サ 二 ース 70 18 
85 上 新 電 機専 77 28 94 ワシントン靴店専 70 22 
86 福 岡 玉 屋百 75 1 94 山陽 百貨店百 70 1 
75 1 94 尾 張 屋ス 70 7 
小倉玉屋百 74 1 98 やまとやしき百 68 1 
京都厚生会ス 73 12 98 松 菱百 68 2 
ア メ リ カ 屋靴店専 73 51 100高島屋ストアス 65 14 
戸18 上野百貨店
100ヒグチ薬品産業専 65 250 
（出所） 「日経流通新聞」， 1971年5月19日より作成。
白であるが， しかも，その傾向を強めている。なお，上位 100社内部での上
位集中であるが，これもきわめて高く，さらに，その度合を強めつつある。
たとえば，上位 10社では上位100社の販売総額の，なんと40.6%，上位 20社
では59.6:%，上位30社では70.9％というきわめて高い集中をみせている。
以上は，小売商業の販売額の上位 100社について，その年間販売額とその
構成比およびその内部での上位集中化傾向を概説したものであるが，さて，
つぎに，規模別の百貨店数とそれらの年間販売額およびそれらの構成比につ
いてみてみよう。
第18表小売商業上位100社， 10社， 20社， 30社の販売総額および構成比，増加率
上位 100 社
販売総額 増加率
構成比（％）
（％） 全 体 I小売 1百貨店と
（億円） スーパー1
昭45年 31,156 23.0 2;8 14.4 81.71 
46 I 37,2291 19.51 -I 18.0 
（推定）
47 I 45,5791 22.41 -I 19.11 -
（推定）
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上位 10 社
販売総額 1増加率
構成比（飴）
I (％） 全体小売百貨店と上位
スーハー 100社
（億円）
咀45年 12,6361 -I 1.21 5.81 33.ll 40.6 
46 15,175! 20.1 （推~51 -1 40.8 
47 1 19, 068 25. 7 - 8. o - 41. 8 
（推定）
上位 20 社
増加率 構 成 比 (%)販売総額
（％） 全体 I小売 1百貨店と1上位
スーパー 100社
昭45年
| （億円）I
18,4001 -I 1. 71 8.51 48.21 59.4 
46 I 22,2591 21.01 ・ -I 10.9 （推定） 59.8 
47 I 27,6051 24.01 -I 11.61 -I 60.6 
（推定）
上位 30 社
販売総額 増加率
構成比（彩）
(%) 全体小売百貨店と1上位
スーパー 100社
（億円）
昭45年 21,990I -I 2.01 10.11 57.61 70.9 
46 I 26,4741 20.41 -I 12.91 -I 71.1 
47 I 32.5431 22.91 - （門詈~I -1 71.4 
（推定）
（出所） 「日経流通新聞」， 1971年5月19日， 1972年5月10日， 1973年5月16日より作成。
（粕 なお，昭和46年度の推定の小売全体の販売額は20兆6,800億円，昭和47年度のそれ
は23兆8,600億円とする。
（八） 規模別の百貨店数とそれらの年間
販売額
百貨店の店舗のなかで，売場面積が l,500ni以上のものは，第14表の示す
ように，昭和45年では 250店で，このうち六大都市に47店，地方都市に 203
店ある。六大都市では10,000面以上のものが44店で， 30,000面以上のものが
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25店となっている。他方，地方都市では10,000ni以上のものは66店である。
このことから，大都市には30,000ni以上の超大型店が多く，これにたいし
て，地方都市には3,000ni~9,999niの中型店が多いことが読みとれよう。‘
このように超大型店舗の多い六大都市百貨店の年間販売総額の構成比は，＇
第19表をみると，小売商業全休のそれの 5.8彩，百貨店全体のそれの約 63彩
という高い数字を示している。これにたいして，地方百貨店のそれは小売商
業全体のそれの 3.4鍬百貨店全体のそれの約37彩を占めている。これらの
ことからも，百貨店のなかで大型および超大型店舗をかまえている大手百貨
店への販売集中は相変わらずかなりのものであるということが， うかがえよ
う。ところが，近年，六大都市の販売額と地方都市のそれとの格差が，ちぢ
まりつつあるが，これは大手百貨店が地方都市に進出し，店舗を新設し，販
売額をのばしていることの反映であって，けっして，地方の中堅百貨店が販
売の割合を上昇させていることを意味するものではない。
なお，昭和45年の年間販売額上位 100社の小売商業のうちの百貨店は企業
数では第20表の示すように57社（このうちスーパーと兼業のものが 6社）で，
店舗数では323店で百貨店の店舗総数の43.8彩を占め，販売総額は 1兆8,748
億円で商業全体のそれの1.7彩，小売商業全体のそれの8.7彩，百貨店全体の
第19表百貨店の販売額および構成比，増加率
年間販売額 構（全成国比） 構（六大成都市比） 構（地方成都市比） 対前年増加率
年次別
全国 1 六都市大 1 地都方市 商全業休小全体売商全業体1小全売体1全百貨体店商全業体1小全体売百全貨体店全国論裔喜裔
億円 億円 億円 粥 ％ ％ 
昭40年 9,2916,299 2,995 67.8 , 32.2 10.1 6.8 17.8 
41 10,427 6,950 3,478 1. 7 9.8 i.1 6.5 66.7 0.6 3.3 33.3 12.2 10.3 16.1 
42 11,981 7,847 4,134 65.5 34.5 14.9 12.9 18.9 
43 13,978 8,959 5,019 1.8 8.5 1.1 5.4 , 64.1 0.7 3.1 35.9 16.7 14.2 21.4 
.4 16,505 10,536 5,970 , 63.8 36.2 18.1 17.6 18.9 
45 19,866 12,529 7,337 1.8 9.2 1.1 5.8 63.1 0.7 3.4 36.9 20.4 18.9 22.9 
（出所） 「わが国の商業」， 1971年， 68頁より作成。
四年間販売額の全国総計は，「商業統計」（昭和45年）の数学より少なくなっているが，
六大都市と地方都市との比較は，これで十分におこなえよう。
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第20表小売商業上位100社に占める百貨店の地位
企業数増加率店舗数増加率構成比（％） 販売額増加率1 構成比(%)
（社） （％） （店） （％）小弧百貨店（億円） （％）全休小売百貨上位| 1店 1100社
昭45年 57I - 323 -1 0 43.8 18,748 - 1.7 8.785.1 60.2 
46 I 571 OI 322△ 0.31 -I -I 21.3181 13.71 -110.31 -I 57.3 
47 I s2△ 8.81 320△ 0.61 -1 -1 25;2001 18.7 一胃可 ＿ 55.3 
推定
（出所）「日経流通新聞」， 1971年5月19日， 1972年5月10日， 1973年5月16日より作成。
（困 月賦百貨店も百貨店に含めた。なお，スーパーと兼業のものは，昭和45年には 6社，
昭和46年には 9社，昭和47年には 8社あった。これらの店舗数，販売額の計算のばあ
い，％とみなした。
それの実に約85彩を集中している。しかも，店舗の新・増設によって小売商
業全体の販売総額に占める割合を高める傾向にあるが， しかし，スーパーの
進出にはかなわず，スーパーとの関係では小売商業全体および上位 io社に
おける両者の差をつめられつつある。
以上は規模別の百貨店数とそれらの年間販売額およびそれらの構成比につ
いて検討したものであるが，つぎに，これらのことをスーパーについてみて
みよう。
（九） 規模別のスーバーの商店数と年間販売額
スーパーあるいはセルフ・サービス店は， 第 16表の示すように，全体で
9,403店であるが，売場面積が600rrl以上のものは， 1,750店で，スーパー総
数の18.6%, l,500rrl以上のものは 407店で，スーパーのそれのわずか4.3形
にすぎない。ところが， 600rrl以上あるいは1,500面以上の大中のスーパーの
商店数の増加がいちじるしいが，，これはダイエー，西友ストアなどのいわゆ
る大手スーパーとよばれるものの店舗の新・増設などによる進出が，近年と
くにめざましくなっていることを反映するものである。
上記はスーパーの商店数を売場面積規模別にみたものであるが，これにつ
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いて常時従業者規模別にみてみよう。第21表によれば，常時従業者数が50人
以上のものは 612店で，スーパー全体の商店総数の 6.3%, 100人以上のもの
は156店で，スーパー全体のそれのわずか1.7％である。
上記はスーパーの規模別の商店数であるが，年間販売額をみてみると，第
22表の示すごとくに 1,500rri以上の売場面積をもつわずか407店で， 3,762億
第21表 スーパー（セルフ・サービス店）の常時従業者規模別商店数
および構成比
！常時従業者規模別
I合計
1 ~ 9人
10 ~ 19 
20 ~ 49 
I 50~99 
100人以上
商
小売業計 l 
1,469, 7761 
I 
1,411,892 
38,941 
14,820 
2,798 
1,325! 
店
セルフ・サー
ビス小売業計
数
構成比
9,403! 
＇ 4,026 
| 
2,844 
1,921 
| 
456 
156 
3
3
 
0
1
 
彩
6
。
13.0i 
16.3 
11.8 
（出所） 「わが国の商業」， 1971年， 73頁。
第22表 スーパー（セルフ・サービス店）の売場面積規模別常時従業
者数，年間販売額および構成比，増加率
lOOrri業当者数りli 1 年構間成販売比
増加率 1＇ 売場面積規模別
昭和45年常常時従 昭和 45年
時従業者数 3昭9和年 145年年間販売額 霊143年145年454年3／年1433年9／年
計 I173,0人7211 
人i 百万円＇ ％ ％ 
10%.0i i 56% .8 合 4.111,612,459100.0 100.0 
100~199rri 31,286 5.7i i 218,024 19.5 15.8 13.5 34.4 
200~ 299 19,695 4. 9i 149,838 12.2 10.5 9.3 38.2 
300~ 399 18,390 I 4. 71 152,563 12.2 11.0 9.3 35.2 
400~ 599 21,082 4.2 190,368 14.1 12.8 11.8 44. 7 
600~ 999 24,780 3.8 246,729 16.4 15.3 15.3 56.6 
1,000~1,499 l 23,491 5.7 4.0 278,757 10.2 16.4 17.3 64.9 
1,500m以上 34,348 5.0 3.1 376,179 15.3 18.2 23.3 101.4 
（出所） 「わが国の商業」， 1971年， 75頁。
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円の販売額を示し，商業全体のそれの0.3%，小売商業全体のそれの1.7%,
スーパー全体のそれのなんと23.2％という高い割合を占めており，しかも，
その傾向を強めている。なお，大手スーパーのいちじるしい進出の結果，年
間販売額構成比にかなりの変動がみられる。たとえば，中小スーパーの販売
額の構成比が大きく低落傾向を呈しているのに，他方，巨大および独占スー
パーは近年とくに飛躍的なのびを示している。
ちなみに，第23表をみれば，小売商業販売額上位 100社に占める巨大およ
び独占スーパーの企業数は38社（このうち百貨店と兼業のものが 6社）で，
店舗総数は約 1,200店で，スーパー全体のそれの約13彩である。しかも，近
年のめざましい発展を反映して，企業数，店舗数とも増大化の方向にある。
このようにスーパー全体の約13％程度の店舗数しかもたない巨大および独占
スーパー全体の年間販売総額は， 1兆385億円で，商業全体のそれの0.9%,
小売商業全休のそれの4.8%，スーパー全体のそれのなんと 64.4％を集中し
ている。しかも，小売商業の上位 100社にはいるような巨大および独占スー
パーの躍進はめざましく，小売商業全体の年間販売総額および上位 100社の
それに占める割合は，ここ数年とくに高くなり，上位 100社にはいる巨大お
よび独占百貨店のそれにはげしくせまろうとしている。
以上は規模別のスーパーの商店数とそれらの年間販売額およびそれらの構
第23表小売商業上位 100社に占めるスーパーの地位
企業数増加率店舗数増加率
構成比（％） 販売額増加率
構成比（％）
（社） （％） （店） （％）小売戸こ（億円）IC%）全体小売げこ翡。魯
I 
昭45年 38 I -11.2151 -I 0.081 12.9110,3851 -I o.91 4.8164.41 33.3 
46 I 42 I 10.511,3991 15.11 -I -114,5601 40.21 -I 7.01 -I 39.1 
推定，
47 I 46 I 9.511,5751 12.61 -I -110,8801 29.11 -I 7.9i -I 41.2 晶
（出所）「日経流通新聞」， 1971年5月19日， 1972年5月10日， 1973年5月16日より作成。
（注） 生協はスーパーの部類に含めた。なお，百貨店と兼業のものは，店舗数，販売額と
も％として計算した。
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成比について，簡単に検討したものであるが，これでもって，具休的検討は
ことごとく終了したことになる。その結果，つぎのことが解明された。その
概要について述べてみよう。
(+） 日本商業の両極分化傾向
昭和45年において，日本の巨大および独占商業資本は全体としてみてみる
と，第 9表の示すように， 0.2彩というごく少数の商店数で， 第24表の示す
ように， 41兆2,700億円を販売し，商業全体の販売総額の約 38%というきわ
めて大きな割合を占め，しかも，これに 0.8彩の商店数をもつ大規模商業の
それを加算すると，その販売総額は 55兆4,500億円で，商業全体での構成比
は約51彩程度と推定される。‘歴史的にみてみると，さらに，その集中の度合
を高める傾向にある。これにたいして，商店総数の約99彩を占める中小零細
商業の販売総額は，商業全体のそれの約 49彩を占めるにすぎない。 ちなみ
に， 『有価証券報告書』にみられる大手10商社の年間販売額は，［『商業統計』
における総合商社全体のそれよりも約3兆6,100億円多くなっているが，この
ことから推定すれば，巨大およぴ独占商業資本の販売集中度は，もっとすす
んでいるものとおもわれる。たとえば，上位10商社だけを加えて計算しても，
巨大および独占商業資本のそれだけで，商業全体のそれの約41％の販売を集
第以表 巨大および独占および大規模商業の年間販売総額と構成比
巨大および 構（成％比） 大規模商業
構（成％比） 
合 計
構（成彩比） 
独占商業
全 体 全 体 全体
（億円） （億円） （億円）
昭和37年 113,270 33.7 37,360 11.1 150,630 44.8 
43 285,320 36.0 97,610 12.3 382,930 48.3 
412推,700 37.8 
14（1推,8定00） 554（推,5定00） 
50.7 
45 （定） 12.9 
44（8推,8定00） 41.0 59（0推,6定00） 53.9 
（出所） 「わが国の商業」， 1971年と『有価証券報告書」， 1969年10月～70年3月期
のものより作成。
（固 昭和45年の下段は『有価証券報告書』より大手10社に限って抽出した数字
によって修正したものであるが，この方がより事実に近いであろう。
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中し，これに毎年，販売額構成比を高めている大規模商業を加えると，実に
54％の高きにたっする。
上記は，巨大および独占商業資本および大規模商業への販売集中について，
全体としてみたものであるが，つぎに，段階別によりこまかく分析してみよ
う。まず，卸売商業のばあい，第25条の示すように，巨大および独占卸売商
業資本は昭和45年において 38兆1,500億円を販売し，商業全体のそれの34.9
％，卸売商業のそれの43.5％を占め，さらに，その構成比を高めつつある。
第25表 巨大および独占卸売および大規模卸売商業の年間販売総額と構成比
巨大および
構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）
独占卸売 全体卸売
大規模卸売
全体1卸売
合 計
全体1卸売
（億円） （億円）
9.91 12.1 13（億9,0円10） 41.11 50.6 昭37年 105,770 31.3 
38.5 ， :I 
33,240 
43 263,200 33.2 41. 82,920 10.5 13.2 346,120 43.7 55.1 
38（推1,500 34.9 43. 
12（推0,100 
501,推600 45.9 57.2 
45 
定）
定） 11.0 13.7 
（定）
417推,6定00 38.2 47. 537推, 700 49. 2 61.3 
（）  （定）
（出所） 「わが国の商業J,1971年と『有価証券報告書」，1969年10月～70年3月期のも
のより作成。
⑮ 昭和45年の下段の数字は， 『有価証券報告書』’より，大手10商社の販売額を
ひろいだし，その額によって修正したものである。この数字の方が，大手10社
に限られてはいるが，その集中度は高くなり，より事実に近いものとおもわれ
る。
第26表 巨大および独占および大規模小売商業の年間販売総額と構成比（単位，億円）
巨大および 構成比(%)i 構成比（％） 描成比(%)
独占小売
大規模小売 合計
全体 I小売 I 全体小売 全体 1小売
昭37年 7,5ool 2.21 12.2'4,1201 1.21 6.7[ 11,6201 3.41 18.9 
43 22,1201 2.8 13.4 14,690| 1.8 8.9 36,810 4.7 22.31 
45 31,2001 2.9 14.4 21,700 1.9 10.0 52,900 4.8 24.4 
（推定）i (推定）I （推定），
（出所） 「わが国の商業」， 1972年と『日経流通新聞J,1971年5月19日より作成。
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ちなみに， 『有価証券報告書』で修正した販売額では， 41兆7,600億円で，
商業全体のそれの38.2彩，卸売商業のそれの47.6％を占め， 『商業統計』よ
りも高い割合を示している。いずれにしろ，大手商社などの販売集中は大変
なものである。
なお，この巨大および独占卸売商業資本に，これまた販売額比率を高めて
いる大規模卸売商業を加えたばあい，この額および比率はより大きくなる。
たとえば，年間販売総額は50兆1,600億円で，商業全体のそれの45.9%，卸売
商業のそれの57.2％という高い割合を占め，かつ，歴史的にみれば，その傾
向を強めている。ちなみに， 『有価証券報告書』によって修正した額で考え
ると，その販売総計は53兆 7,770億円で，商業全体のそれの49.2%，卸売商
業のそれのなんと61.3％を占めている。
上記において，卸売商業について分析したが，つぎに，小売商業に目を転
じてみよう。第26表によれば，巨大およぴ独占小売商業資本の昭和45年度の
販売総額は 3兆 1,200億円で，商業全体のそれの 2.9%，小売商業のそれの
14.4％を占めており，しかも，長期的にその集中度を高めている。なお，こ
れに2兆1,700億円の販売額をもち，かつ，商業全体のそれに1.9%，小売商業
のそれに10.0％を占め，さらに，その傾向を強化しつつある大規模小売商業
のそれを加算すると， 5兆2,900億円となる。これは商業全体の4.8%，小売
全体の24.4％を占め，さらに，その集中化の傾向を強めつつある。
以上の段階別の検討をふまえて，両者の特徴を析出するとつぎのごとくに
なろう。第 1に，巨大および独占あるいは大規模という階層に関係なく，卸
売商業の方が商業全体の販売構成に占める比重が大きい。これは，一つは生
産者と小売商業間あるいは生産者相互間あるいは国際貿易などを媒介すると
いう卸売商業固有の性格を反映したものであろうが，これだけではなくさら
に，総合商社といわれるような超巨大な独占卸売商業資本が存在しているこ
とにもよるものであろう。第2に，このことは，大規模卸売商業の卸売商業
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における販売額割合は，大規模小売商業のばあいのそれと大差ないのに，巨
大および独占卸売商業資本のそれと巨大および独占小売商業資本のそれと比
較すると，ケタちがいであることにも現われている。いいかえれば，卸売商
業の巨大および独占の方が，小売商業のそれよりも，かなりその強度が大き
いということができよう。この原因は，おそらく，基本的には，第 1に，小
売商業が最終消費者と対面することから，必然的に販売の小規模性と多様性
が要求され，その結果，小規模，分散性の法則が作成すること，第2に，す
ぐ後にとりあげる中小零細商業と同じように， 日本資本主義の特殊性に規定
されて，小売商業一般に過多性，零細性が生じ，小売商業の販売総額が無数
の商業に分割され，それを集中することは大変困難であること，という2つ
のものに要約できよう。
上述の説明から，段階がちがえば，同じ巨大および独占商業資本といって
も，その販売集中度あるいはその力量に，かなり格差があることが理解でき
たものとおもわれる。しかし，それにもかかわらず，巨大および独占商業資
本および大規模商業の販売集中度は，相当なものである。他方，この対極を
なし，補完物ともなっている中小零細商業の過多性，零細性は，以上の検討
が間接的に示すように，おおいかくしようになく明らかである。このような
中小零細商業の過多性，零細性の基本的原因は，客観的なものとしては，第
1に，中小零細商業が相対的過剰人口のプールになっていること，第 2に，
独占産業資本と独占商業資本の収奪の対象であり，独占利潤の源泉の一つを
なし，したがって，独占資本の構造的な補完物となっていること，第 3に，
封建的色彩を強くのこして資本主義化した日本資本主義の特殊性に規定され
ていること，という 3つのものが考えられる。また，その主体的なものとし
ては，中小零細商業を開業することは，資金面，販売技術面からみて比較的
容易であることがあげられよう。
以上で，日本の商業構造の基本的特徴を，両極分化傾向の進行として把握
したわけであるが，最後に，むすびとして，この進行がもたらす問題とそれ
への国民大衆の対応について，ごく大まかに述べてみたい。
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(3) むすび
以上の簡単な統計的考察から，日本全体的にみて，一方の極には，中小零
細商業と勤労消費者を収奪の対象とする，ほんのひとにぎりの巨大およぴ独
占商業資本あるいはこれらを自己の体系下にくみこんでいる金融資本が位置
し，販売と資本の集積・集中を強化し，他方の極には，圧倒的多数の中小零
細商業が位置し，日々強まる経営，生活の悪化に苦しんでいることが明らか
になった。今後ますます，このような両極分化的な傾向がつよまり，両者間
の矛盾はいっそう激化するであろう。そして，この矛盾の展開は，必然的に，
中小零細商業および勤労消費者が自己の生活権，経営権を擁護するためには，
アメリカの巨大独占産業資本，巨大独占商業資本のみならず，日本の独占産
業資本，巨大および独占商業資本と経済的，政治的な形態をとって対決しな
ければならないことを，現実的にも，いっそう明らかにするであろう。
